
別冊２

令和２年度(2020年度)

事業計画及び予算

一般財団法人滋賀県市町村職員互助会



令和２年度(2020年度)運営方針

１ ガバナンスの強化とコンプライアンス遵守を徹底し、一般財団法人として適切

な法人運営に努めること。

２ 引き続き、地方公務員としての福利厚生事業の点検・見直しに努め、適正な事

業実施・運営に努めること。

３ 会員掛金主体の事業実施と、適正かつ安定した法人運営ができるよう、引き続

き、事業区分及び掛金の率等の見直しを行うこと。

４ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和。「ＷＬＢ」）実現支援の一つとして、

会員の「元気」、「活力」が出る互助会事業を目指し、引き続き、諸事業の見直し

と新たな事業を検討すること。

５ 市町村等職員の人財の確保と長期定着に繋がるように、魅力ある互助会事業
．．

の展開と、会員の健康経営に努めること。

６ これらの効率的な事業実施と、諸事業の周知徹底・情報提供に努めること。

７ 安定した運営を図るべく、資産の安全、かつ、効率的な運用と資産の保全に努

めること。
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令和２年度(2020年度)事業計画
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令和２年度(2020年度)事業計画

［一］総括事項

１ 互助会に属する市町村等の数、会員数及び給料月額

(1) 市町村等の数

市 町 一部事務組合 広域連合 その他の団体 計

６ ６ １４ １ ４ ３１

(2) 会員数

期 首 増 減 期 中 増 減
前年度末 当年度期首 当年度末

増加（取得） 減少（喪失） 増加（取得） 減少（喪失）

５,７１０ 人 ２８０ 人 ２４０ 人 ５,７５０ 人 ３０ 人 ７０ 人 ５,７１０ 人

※年間平均会員数： 5,730人

(3) 標準報酬月額（平均）

前年度末（見込） 期 首 4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月 当年度末

376,500円 370,000円 370,000円 371,500円 373,500円 375,500円 376,000円

※年間平均標準報酬月額：373,000円（見込）

（注） 掛金等の算出基礎となる標準報酬月額の上限を620.000円とした場合の平均標準報酬月額である。

２ 掛金及び負担金

(1) 掛金及び負担金の率

福利事業 厚生事業 法人会計 計

掛 金 2.55（3.1875） 0.75（0.9375） 3.30（ 4.125）

負担金 0.70（ 0.875） 2.00（ 2.50） 2.70（ 3.375）

計 2.55（3.1875） 1.45（1.8125） 2.00（ 2.50） 6.00（ 7.50）

（注１） 単位は、標準報酬月額（上限：620,000円）に対する千分比である。
（注２） 括弧（）書きは、給料月額に対する千分比（手当率を1.25に換算した場合）である。
（注３） 育児休業、介護休暇及び休職による無給期間に係る月分の掛金は、免除する。

(2) 掛金及び負担金の額

前年度見込(A) 概算額① 免除額② 当年度見込(B) 比較(B)－(A)

① ② ①－②掛 金 81,300千円 84,600千円 2,300千円 82,300千円 1,000千円

負担金 68,500千円 69,200千円 69,200千円 700千円

計 149,800千円 153,800千円 2,300千円 151,500千円 1,700千円

（注） ②の掛金免除者の標準報酬月額は１人あたり平均額を272,000円、１月あたり免除者数を215人で計算している。

３ 互助会の役議員及び互助会に使用される者の数

(1) 役議員の数

理事（理事長及び副理事長並びに常務理事を含む。） 監 事 評 議 員

７ 人 ２ 人 ２８ 人



- 3 -

(2) 互助会に使用される者の数
５ 人

４ 会計及び事業の区分

会 計 区 分 事 業 区 分 内 容

実 施 事 業 等 会 計 公益事業（助成） 講演会等開催費用補助金

（公益目的事業会計） 公益事業（寄附） 特定寄附

そ の 他 事 業 会 計 福 利 事 業 給付金等（傷病見舞金ほか全13事業）

（収益事業等会計） 厚 生 事 業 家庭用常備薬等の配付ほか全9事業

法 人 会 計 管理業務その他法人全般に関するもの

［二］資金計画事項
（単位：千円）

令和元年度見込額 増 減 令和 2年度計画額

Ⅰ 事業活動収支の部

１．事業活動収入

（1） 基本財産運用収入 ６０ ０ ６０

（2） 特定資産運用収入 ５,１３０ △１３０ ５,０００

（3） 掛 金 収 入 ８１,３００ １,０００ ８２,３００

（4） 負 担 金 収 入 ６８,５００ ７００ ６９,２００

（5） 事 業 収 入 １,１５０ △２５０ ９００

（5） 雑 収 入 １４０ ０ １４０

事業活動収入合計 １５６,２８０ １,３２０ １５７,６００

２．事業活動支出

（1） 公 益 事 業 支 出 ６,２６０ ０ ６,２６０

（2） 福 利 事 業 支 出 １２１,４００ △５,９００ １１５,５００

（3） 厚 生 事 業 支 出 ４４,１００ △７,９００ ３６,２００

（4） 管 理 費 支 出 ５３,５２０ １０,１８０ ６３,７００

事業活動支出合計 ２２５,８００ △３,６２０ ２２１,６６０

事業活動収支差額 △６９,０００ ４,９４０ △６４,０６０

Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

（1） 特定資産取崩収入 ５４,５０１ △４,０００ ５０,５０１

（2） 投資有価証券売却収入 ０ ０ ０

投資活動収入合計 ５４,５０１ △４,０００ ５０,５０１

２．投資活動支出

（1） 特定資産繰入支出 ５,１８１ △２,５００ ２,６８１

（2） 固定資産取得支出 ０ ０ ０

投資活動支出合計 ５,１８１ △２,５００ ２,６８１

投資活動収支差額 ４９,３２０ △１,５００ ４７,８２０

Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

財務活動収入合計 ０ ０ ０

２．財務活動支出

財務活動支出合計 ０ ０ ０

財務活動収支差額 ０ ０ ０

Ⅳ 予備費支出 ５,０００ ０ ５,０００

当期収支差額 △２４,６８０ ３,４４０ △２１,２４０

前期繰越収支差額 ２００,９２４ △２４,６８０ １７６,２４４

次期繰越収支差額 １７６,２４４ △２１,２４０ １５５,００４
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［三］事業計画事項

Ⅰ 実施事業等会計

１ 公益事業

公益事業は、公益目的支出計画並びに講演会等開催費用助成金交付規則及び寄附金の支出に関

する要綱に基づき、次のとおり実施する。

(1) 講演会等開催費用助成金
互助会を組織する市町が、地域内住民を対象に地方自治の振興に寄与するための講演会若しくは

その他の文化事業又は体育事業を実施したときに、当該事業等の実施に要した費用の範囲内で、市

については１２０,０００円、町については９０,０００円を限度に助成する。

(2) 特定寄附

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年6月2日法律第49号）第５条第17号

に掲げる法人のうち、地域と連携し、地域政策又は地域づくり等に関する調査研究、情報収集発信、

支援又はこれらの人材育成等の事業活動を実施する法人に対し寄附金を支出することとし、次の２法

人にそれぞれ250万円（年額）を支出する。

①国立大学法人滋賀大学（社会連携研究センター）

②公立学校法人滋賀県立大学（地域共生センター）

Ⅱ その他事業会計

１ 福利事業

福利事業は、給付規則、銀婚慶祝規則及び住宅支援事業の実施に関する要綱に基づき次のとおりと

する。

(1) 傷病見舞金
会員が病気又は負傷（以下「疾病等」という。）により入院を伴う治療を受けたとき、若しくは、不慮の

事故による特定の損傷（以下「特定損傷」という。）に伴う治療を受けたとき、一疾病等又は一特定損傷

に起因する一連の治療に係る入院の日数及び通院の回数に応じて傷病見舞金を支給する。

支給額は、5,000円に入院の日数を乗じて得た額及び3,000円に通院の回数を乗じて得た額の合計

額に10,000円を加算した額（その額が10万円を超えるときは、10万円。）とする。

同一の原因により２回以上の入院をしたとき又は治療を再開したとき、前回の入院の退院日又は最

終の通院日の翌日から180日以内に開始した入院又は通院は、一事由とする。

（注1） 入院とは、医師等による治療が必要であり、かつ自宅等での治療が困難なため所定の病院

又は診療所に入り、常に医師等の管理下で治療に専念することをいう。

［対象とならない入院］

美容上の処置、病気を直接の原因としない不妊手術、正常な分娩、治療を伴わない人間ド

ック検査、自宅での治療又は通院による治療が可能であるにもかかわらず入院している場合

（注2） 不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故をいう。

ただし、疾病または体質的な要因を有する者が軽微な外因により発症し、またはその症状が

増悪したときには、その軽微な外因は急激かつ偶発的な外来の事故とみなさない。

（注3） 特定損傷とは、骨折、関節脱臼、腱の断裂、熱傷及び永久歯の喪失とし、対象となる骨折、

関節脱臼、腱の断裂、熱傷及び永久歯の喪失とは、次によって定義づけられる損傷をいう。

損 傷 名 損 傷 の 定 義

1．骨 折 骨組織の連絡が部分的あるいは完全に離断された状態をいう。ただし、

変形治癒、偽関節、病的または特発骨折を除く。

2．関 節 脱 臼 関節面の生理的な相互関係が失われた状態をいう。ただし、先天性脱

臼、病的脱臼、反復性脱臼を除く。
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3．腱 の 断 裂 腱が断裂した状態のうち、ギプスもしくはシーネによる固定または腱形

成術 （腱の移植術、移行術、交換術および縫合術を含む。）を要するも

のをいう。ただし、疾病を原因とするものを除く。

4．熱 傷 熱により生体の組織が損傷され、次のいずれかに該当する状態をいう。

（1） 深達性Ⅱ度熱傷

真皮膚の深部まで障害された状態（直径２㎝未満を除く。）

（2） Ⅲ度熱傷

皮膚全層ならびに皮下組織まで障害された状態（直径２㎝未満を

除く。）

5．永久歯の喪失 歯（第三大臼歯（親しらず）、過剰歯及び乳歯を除く）の根元から全体を

永久に喪失した状態（医師の判断で行われた抜歯治療により永久に喪

失した状態を含む）をいう。ただし、疾病またはそしゃく行為を原因とし

たものを除く。

（注4） 入院を伴う治療に係る傷病見舞金の支給額の算定における通院の回数は、３回を限度とする｡

（注5） 特定損傷に係る傷病見舞金の支給額の算定における通院とは、自己負担額が3,000円以上

の通院に限る。

(2) 家族傷病見舞金
会員の扶養家族が病気又は負傷により入院を伴う治療を受けたとき、若しくは、不慮の事故による

特定の損傷に伴う治療を受けたとき、一疾病等又は一特定損傷に起因する一連の治療に係る入院日

数及び通院回数に応じて傷病見舞金を支給する。

支給額は、5,000円に入院日数を乗じて得た額及び3,000円に通院回数を乗じて得た額の合計額に

5,000円を加算した額（その額が10万円を超えるときは、10万円。）とする。

同一の原因により２回以上の入院をしたとき又は治療を再開したとき、前回の入院の退院日又は最

終の通院日の翌日から180日以内に開始した入院又は通院は、一事由とする。

(3) 結婚祝金
会員が結婚したとき（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情に入ったときを含む。）。

ただし、復縁は除く。

４０,０００円 （過去に結婚祝金給付を受けたことがあるときは、２０,０００円）

(4) 出産祝金
ア 会員又は会員の配偶者（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

以下同じ。）が出産したとき。

３０,０００円

イ アに該当した場合において、同じ父母で第３子以降の子については、２０,０００円を加算する。

(5) 入学祝金
ア 会員の子（同居の子に限る。）が小学校に入学したとき。

２０,０００円

イ 会員の子（同居の子に限る。）が中学校に入学したとき。

３０,０００円

(6) せん別金
会員が市町村等の職員でなくなったとき。

次の各号に掲げる会員期間に応じて、当該各号に掲げる金額を支給する。

（1） 5年以上10年未満 10,000円

（2） 10年以上15年未満 20,000円

（3） 15年以上20年未満 30,000円

（4） 20年以上25年未満 40,000円

（5） 25年以上30年未満 50,000円

（6） 30年以上 60,000円

なお、市町村長等にあっては、市町村長としての期間１年につき2,000円、市町村長以外の特別職（教

育長を含む。）としての期間１年につき1,000円を加算する。
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（注） 平成24年3月31日現在会員である者に係るせん別金の支給額は、改正後のせん別金の計算方法

にかかわらず、施行日前の会員期間に係る改正前のせん別金の計算方法により算出した平成24

年3月31日現在のせん別金の額が60,000円以上の者にあっては当該算出額とし、当該算出額が

60,000円未満の者にあっては、当該算出額と平成24年4月1日以後の会員期間の改正後のせん

別金の計算方法により算出した額の合算額（当該合算額が60,000円を超えるときは60,000円とす

る。）とする。

(7) 会員特別給付金
ア 満４４歳以上の会員が銀婚慶祝に該当せず市町村等の職員でなくなったとき。

20,000円を限度として、会員期間１年（１年未満の端数切り捨て）につき1,000円（特別職は2,000円）

イ 結婚祝金及び出産祝金を受けることなく市町村等の職員でなくなったとき。

会員期間１年（１年未満の端数切り捨て）につき1,000円（特別職は2,000円）

ウ 会員期間が10年以上（特別職は4年以上）の者が、出産祝金を受けることなく市町村等の職員で

なくなったとき（イに該当する場合を除く。）。

会員期間１年（１年未満の端数切り捨て）につき500円（特別職は1,000円）

※アからウまでを支給する場合において、当該市町村等の職員でなくなった際の会員期間より前に会

員期間を有するときは、会員期間を通算して支給額を算出するものとする。ただし、過去に会員特

別給付金の支給事由に該当し会員特別給付金を支給されているときは、会員期間を通算して算出

した額から、過去に会員特別給付金の支給事由に該当し支給された会員特別給付金の額を控除し

て得た額を支給することとする。

(8) 弔慰金
会員（資格喪失後３月以内の者を含む。）が死亡したとき。

１００,０００円

(9) 家族弔慰金
ア 会員の配偶者が死亡したとき。

１００,０００円

イ 会員の扶養家族（配偶者を除く。）並びに扶養家族でない同居の子及び父母が死亡したとき。

３０,０００円

ウ 会員と同居のその他の家族が死亡したとき。

２０,０００円

※会員又は会員の配偶者が胎児を死体で出産したときは、同居の子が死亡したものとみなす。

(10) 非常災害見舞金
ア 住居及び家財の全部が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。

５０,０００円

イ 住居及び家財の２分の１以上が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。

住居又は家財の全部が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。

４０,０００円

ウ 住居及び家財の３分の１以上が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。

住居又は家財の２分の１以上が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。

３０,０００円

エ 住居又は家財の３分の１以上が焼失し、滅失し、又は同程度の損害を受けたとき。

２０,０００円

オ 浸水によって平屋建ての家屋（家財を含む。）が損害を受け、その認定が困難なとき。

床上120㎝以上 ３０,０００円

床上30㎝以上 ２０,０００円

(11) 長期療養会員見舞金
会員が病気又は負傷により引き続いて３０日以上勤務に服することができなかったとき。

次の各号に掲げる療養期間に応じて、当該各号に掲げる金額を支給する。

（1） ３０日以上９０日未満 １０,０００円

（2） ９０日以上１８０日未満 ２０,０００円

（3） １８０日以上 ３０,０００円

(12) 永年在会祝金
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ア 会員期間が引き続き２０年に至ったとき。市町村長等特別職にあっては、８年に至ったとき。

３０,０００円

イ 会員期間が引き続き３０年に至ったとき。市町村長等特別職にあっては、１２年に至ったとき。

５０,０００円

ウ 会員期間が引き続き４０年に至ったとき。市町村長等特別職にあっては、１６年に至ったとき。

５０,０００円

(13) 銀婚慶祝
会員期間中に婚姻届出後２４年を経過した者に対し、日本旅行、ＪＴＢ、農協観光及び近畿日本ツー

リストのギフトカード又は旅行券（40,000円程度）を記念品として贈呈し祝福する。

２ 厚生事業

厚生事業は、家庭用常備薬等配付規則、ドック補助金交付規則、スポーツ事業及び文化事業の実施

に関する要綱、リフレッシュ事業の実施に関する要綱、子育て支援事業の実施に関する要綱並びにワー

ク･ライフ･バランス実現支援事業の実施に関する要綱に基づき次のとおりとする。

(1) 家庭用常備薬等配付
会員とその家族の負傷等の応急処置に対処するため、各会員に対し3,300円を限度に家庭用常備

薬等の無償配付を実施する。

(2) ドックに係る受検費用の補助(ドック補助金)
会員がドックを受検した場合に次に掲げる区分によりそれぞれ当該金額を限度に補助する。

ア 人間ドックの日帰りにあっては15,000円、１泊２日以上にあっては30,000円

イ 脳ドック（ＭＲＡ検査又はＭＲＩ検査を含んだ脳検査を含む。）にあっては、15,000円

(3) 健康管理事業
会員の健康管理意識の向上と、市町村等職員としての長期定着に繋がる健康経営を目的とした健

康管理に関する事業を実施する。

本年度は、所属所（市町等）が職員に対してインフルエンザ予防接種事業を実施した場合（独自互

助会等の職員団体が実施した場合を含む。）にあって、その実績に応じて助成する。

なお、助成額は、予防接種者１人当たり1,000円相当とする。

おって、当該事業の実施に関する詳細は、実施要項を定めて各所属所に周知することとする

(4) スポーツ･文化事業

ア 映画館利用補助

互助会が指定する映画館（イオンシネマ（全国80館以上）、アレックスシネマ（5館）、ビバシティシ

ネマ）の利用につき、共通前売券１枚当たり1,100円（小人用700円）で会員に提供（斡旋）する｡

なお、１人当たりの利用制限枚数は、10枚（会員期間１年以下の会員は5枚）とする。

（互助会の負担は、１枚当たり200円又は300円（小人用は100円）である。）

イ 観劇・スポーツ観戦チケットの補助

互助会の指定する（各種コンサートやミュージカル等）やスポーツ観戦チケット（滋賀レイクスター

ズ、プロ野球観戦等）のチケットについて、価格に応じて１枚当たり２,０００円を限度に補助する｡

なお、コンサートや演劇等のチケットについては、１回につき会員１人当たり２枚を限度とする。

※観劇チケットの補助の算定基準

通 常 価 格 互 助 会 負 担 額 （ 補 助 額 ） の 算 定 基 準

互助会負担額 ≦ 通常価格の50％ － 割引（5～10％）
～5,000円

ただし、互助会負担額は、2,000円を限度とする。

5,001円～10,000円 互助会負担額 ≦ 2,000円 － 割引（5～10％）

10,001円～ 互助会負担額 ＝ 2,000円

ウ みんなのウォーキング

会員の交流と、生活習慣病の改善や肥満防止などの健康意識をさらに向上させることを目的とし

て、積極的に健康維持・健康づくりに取り組もうとする会員をサポートする手段の一つとして、京都府
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市町村職員厚生会、兵庫県市町職員互助会と合同で、ＷＥＢ上で「みんなのウォーキング」を共同

実施する。

なお、各市町の紹介や地域振興の一助として、歩数に応じて抽選で当たる「地域の特産品」の充

実を図るとともに、３団体交流のイベント（「チャレンジ月間」）等、広域連携の実現を図ること。

(5) リフレッシュ事業
ア 施設利用

契約施設（東京ディズニーリゾート等）が提供する企業団体向け福利厚生プログラム（施設利用補

助プログラム）を活用すること。

利用制限契 約 施 設 名 補助額 利用者負担額（大人の場合、１人当たりの例）
（１人当たり）

東京ディズニー 2,500円 ２枚 8,200円 － 2,500円 ＝ 5,700円

志摩スペイン村 1,500円 ４枚 5,400円－500円★－1,500円＝3,400円

京 都 水 族 館 500円 ４枚 2,200円－200円★－ 500円＝1,500円

鳥 羽 水 族 館 500円 ４枚 2,500円－200円★－ 500円＝1,800円

海 遊 館 510円 ４枚 2,400円－240円★－ 510円＝1,650円

名古屋港水族館 530円 ４枚 2,030円－200円★－ 530円＝1,300円

ナガシマリゾート 1,300円 ４枚 5,200円－700円★－1,300円＝3,200円

アンパンマン 500円 ４枚 1,500円－ 0円★－ 500円 ＝1,000円こどもミュージアム

アクア・トトぎふ 540円 ４枚 1,540円－150円★－ 540円＝850円

ひらかたパーク 1,500円 ４枚 4,500円－500円★－1,500円＝2,500円

湯 快 リ ゾ ー ト ※補助対象施設から除外。（補助なしで取り扱うこととする。）

（注１） 補助額は、大人の場合。施設により小人等の区分がある場合は、その金額に応じて補助額を設定する。
（注２） 利用者負担額欄の「★」は、施設契約による施設の割引額である。

なお、アンパンマンこどもミュージアムについては、施設契約による施設の割引がない代わりに、補助券を
窓口に提出することで、粗品をプレゼントされる。

（注３） 名古屋港水族館とひらかたパークは、前売方式である。
（注４） 会員期間が１年以下の会員は、上記利用制限の枚数の半分とする。

イ 企画旅行

会員のリフレッシュと家族サービスを目的として企画旅行を実施すること。（年２回予定）

(6) 子育て支援事業
会員の子育てを支援するため、会員又は会員の配偶者が出産したとき（出産祝金給付に該当し

たとき）、当該出産者に育児図書を無償配付（購読）する。

［最初の１年間］

Ａ．月刊「赤ちゃんとママ」（12冊）＋基本セット

※基本セット内容：「お誕生日号」、「お医者さんにかかるまで」、保存用ファイル

Ｂ．月齢別育児情報誌「わくわく育児」（12冊）＋育児カレンダー（12枚）＋基本セット

※基本セット内容：「お祝いカード」、「ママ･パパあんしんブック」

Ｃ．「きちんとかんたん離乳食」（１冊）

※Ａ又はＢのいずれか（選択制）とし、希望者にＣを贈呈する。（Ｃのみでも可）

［２年目以降（満３歳まで）］

Ｄ．季刊「１・２・３歳」（年4冊）

Ｅ．「かんたんおいしい幼児のごはん」（１冊）

※Ｄと、希望者にＥを贈呈する。（Ｅのみでも可）

(7) 研修会等参加費用補助金
参加料又はテキスト代等の費用負担が必要な研修会等に参加した場合、負担した費用の範囲内で

3,000円を限度に補助する。
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(8) ＷＬＢ実現支援事業
ア 自己啓発

会員が、ＮＨＫ学園の「生涯学習通信講座」を受講する場合、受講料の割引（2,000円）を受けら

れることとするとともに、その費用の一部を補助（5,000円）する。

なお、会員の家族及び互助会会員資格喪失後3箇月の元会員が、互助会を通じて受講申込をし

た場合は、受講料の割引を受けられることとする。

イ 結婚支援

他の職域の互助会等との交流等、婚活パーティーの方法を検討する。

ウ メンタルヘルス（旧メンタルカウンセラー派遣事業）

会員のメンタルヘルスを促進するため、滋賀県市町村職員共済組合と共同し、カウンセラーの派

遣事業を実施する。

エ ワーク･ライフ･バランスに関するセミナー講師派遣

仕事と子育ての両立支援のほか、ワーク・ライフ・バランスに関するセミナーの講師を、希望する所

属所（市町等）に派遣する。（働き方改革など）

オ 健康づくりセミナー

会員の健康づくりを促進するため、健康づくりセミナーを実施する。(１回）

※ＲＩＺＡＰ（ライザップ）の法人向けパッケージを活用

(9) 住宅支援事業
ア 本会が提携する住宅メーカーで住宅を取得等（新築・建替、リフォーム、分譲住宅等購入）される

場合、その取得等の費用の割引が適用されるとともに、新築・建替及び分譲住宅等購入にあっては

本会より記念品を贈呈する。（住宅メーカー協議会加入７社及び一条工務店）

イ 本会が提携する金融機関（滋賀銀行及び関西みらい銀行）で住宅融資を受ける場合、住宅ロー

ン金利の優遇を受けられることとする。

３ 保 険 事 業

公務員賠償責任保険
地方公務員である会員が住民訴訟や民事訴訟に備え、積極的な施策展開に支障を来すことがなく

安心して業務に専念できるよう、公務に起因し損害賠償請求（住民訴訟や民事訴訟など）がなされた

場合に個人が負担する法律上の損害賠償金及び争訟費用を補償する公務員賠償責任保険を取り扱う。

［保険の名称］

全国地方職員福利厚生協議会「団体地方公務員賠償責任保険」

取扱代理店 ： （幹事代理店）アルプスカード株式会社

引受保険会社 ： （幹事）損害保険ジャパン日本興亜株式会社

［制度の概要］

地方公共団体職員（公務員）や首長が、公務に起因して保険期間中に損害賠償請求（住民訴訟

及び民事訴訟、その他の損害賠償請求）がなされた場合に、職員や首長個人が負担する法律上損

害賠償金と争訟費用について保険金が支払われるもの。

①保険契約者及び加入者並びに被保険者

「全国地方職員福利厚生協議会」（以下「協議会」という。）が保険契約者となる。協議会の加入

団体（本会）の構成員個人（会員）が、加入者及び被保険者となる。（保険料は加入者の個人負担）

②保険期間

令和2年（2020年）9月1日から令和3年（2021年）9月1日まで（12箇月間）

※9月1日午後4時から１年間で、毎月１日を始期として中途加入可能（保険料は期間割）

③募 集

令和2年度（2020年度）募集は、7月から8月に実施する。なお、中途加入は、随時受け入れる。

④補償内容

被 保 険 者 １ 名 あ た り 保 険 金 額
補償内容

①損害賠償金 ②争 訟 費 用 ①＋② 初期対応費用

補償プラン 一連の損害賠償請求あたりのてん補限度額 期間中限度額 期間中限度額

５億円プラン ５億円 ５億円 ５００万円
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３億円プラン ３億円 ３億円 ５００万円

１億円プラン １億円 １億円 ５００万円

５０００万円プラン ５,０００万円 ５,０００万円 ５００万円

３０００万円プラン ３,０００万円 ３,０００万円 ５００万円

※一連の損害賠償請求：損害賠償請求がなされた時もしくは場所または損害賠償請求者の数等にかかわ
らず、同一の行為またはその行為に関連する他の行為に起因するすべての損害賠償請求をいいます。

※期間中限度額：１年間の保険期間における保険金お支払い限度額のことをいいます。（損害賠償金、争
訟費用を合算しての限度額です。）

※初期対応費用は別枠で期間中限度額500万円までお支払いします。
※第三者の生命または身体を害したことによる被害者への見舞金は、１被害者あたり3万円が限度です。
（初期対応費用）

⑤年間保険料（１人あたり/保険期間１年間/一時払い）

区 分
職 員 町 長 市 長

補償プラン

５億円プラン ９,８４０円

３億円プラン ８,７６０円

１億円プラン ６,３６０円 ９９,６００円 ５５２,０００円

５０００万円プラン ４,８００円 ５４,０００円 ３０６,０００円

３０００万円プラン ２,８８０円 ２０,４００円 ９８,４００円

（注１） 職員：首長以外の特別職、管理職、一般職員などを言う。

（注２） 上記の年間保険料の額は、令和元年度の額であり、改定される場合がある。（未決定）

４ その他

⑴ 契約施設等
ホテル等の宿泊施設だけではなく、契約により割引や特別料金で利用ができる施設等を、引き続き

拡充すること。（補助なし）

⑵ 互助会事業の周知
①互助会ホームページ（http://www.shiga-ctvgojokai.jp/）

②互助会のしおり「GO GUIDE（ゴーガイド）」 ･･･ 4月（1回）

③会報紙「GO LINK（ゴーリンク）」 ・・・ 年4回（6月、9月、12月、3月）

④ＷＥＢ通信「マイホームサポート通信」 ･･･ 毎月（住宅メーカー協議会）

⑶ 会員の交流
所属所（市町等）を越えて会員が交流できる事業や仕組みを検討すること。

⑷ 団体間の交流
他の互助会等との交流事業や合同事業の実施や交流の仕組みを検討すること。
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令和２年度(2020年度)予算
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予 定 貸 借 対 照 表
令和3年(2021年)3月31日現在（推計）

（単位：千円）

科 目 予 算 額 前年度見込額 増 減 備 考

Ⅰ 資産の部

１．流動資産

普 通 預 金 ２５,００４ ３１,２４４ △６,２４０

定 期 預 金 １４０,０００ １５０,０００ △１０,０００

流 動 資 産 合 計 １６５,００４ １８１,２４４ △１６,２４０

２．固定資産

（1） 基本財産

基 本 財 産 信 託 金 １０,０００ １０,０００ ０

基 本 財 産 合 計 １０,０００ １０,０００ ０

（2） 特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 ５５,６０８ ５５,４２７ １８１

責任準備金引当資産 ４９７,４８５ ５４５,４８５ △４８,０００

特 定 資 産 合 計 ５５３,０９３ ６００,９１２ △４７,８１９

（3） その他の固定資産

什 器 備 品 １３４ ２５４ △１２０

電 話 加 入 権 １４６ １４６ ０

その他の固定資産合計 ２８０ ４００ △１２０

固 定 資 産 合 計 ５６３,３７３ ６１１,３１２ △４７,９３９

資 産 合 計 ７２８,３７７ ７９２,５５６ △６４,１７９

Ⅱ 負債の部

１．流動負債

流 動 負 債 合 計 ０ ０ ０

２．固定負債

退 職 給 付 引 当 金 ５５,６０８ ５５,４２７ １８１

責 任 準 備 金 ４９７,４８５ ５４５,４８５ △４８,０００

固 定 負 債 合 計 ５５３,０９３ ６００,９１２ △４７,８１９

負 債 合 計 ５５３,０９３ ６００,９１２ △４７,８１９

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産

寄 附 金 １０,０００ １０,０００ ０

指 定 正 味 財 産 合 計 １０,０００ １０,０００ ０

（うち基本財産への充当額） １０,０００ １０,０００ ０

（うち特定財産への充当額） ０ ０ ０

２．一般正味財産 １６５,２８４ １８１,６４４ △１６,３６０

（うち基本財産への充当額） ０ ０ ０

（うち特定財産への充当額） ０ ０ ０

正 味 財 産 合 計 １７５,２８４ １９１,６４４ △１６,３６０

負債及び正味財産合計 ７２８,３７７ ７９２,５５６ △６４,１７９
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予定貸借対照表内訳表
令和3年(2021年)3月31日現在（推計）

（単位：千円）

内部取引
科 目 実施事業等会計 その他事業会計 法 人 会 計 合 計

消 去

Ⅰ 資産の部

１．流動資産

普 通 預 金 ０ １２,０４６ １２,９５８ ０ ２５,００４

定 期 預 金 ０ １２０,０００ ２０,０００ ０ １４０,０００

流 動 資 産 合 計 ０ １３２,０４６ ３２,９５８ ０ １６５,００４

２．固定資産

（1） 基本財産

基 本 財 産 信 託 金 １０,０００ ０ ０ ０ １０,０００

基 本 財 産 合 計 １０,０００ ０ ０ ０ １０,０００

（2） 特定資産

退 職 給 付 引 当 資 産 ０ ０ ５５,６０８ ０ ５５,６０８

責任準備金引当資産 ０ ４９７,４８５ ０ ０ ４９７,４８５

特 定 資 産 合 計 ０ ４９７,４８５ ５５,６０８ ０ ５５３,０９３

（3） その他の固定資産

什 器 備 品 ０ ０ １３４ ０ １３４

電 話 加 入 権 ０ ０ １４６ ０ １４６

その他の固定資産合計 ０ ０ ２８０ ０ ２８０

固 定 資 産 合 計 １０,０００ ４９７,４８５ ５５,８８８ ０ ５６３,３７３

資 産 合 計 １０,０００ ６２９,５３１ ８８,８４６ ０ ７２８,３７７

Ⅱ 負債の部

１．流動負債

流 動 負 債 合 計 ０ ０ ０ ０ ０

２．固定負債

退 職 給 付 引 当 金 ０ ０ ５５,６０８ ０ ５５,６０８

責 任 準 備 金 ０ ４９７,４８５ ０ ０ ４９７,４８５

固 定 負 債 合 計 ０ ４９７,４８５ ５５,６０８ ０ ５５３,０９３

負 債 合 計 ０ ４９７,４８５ ５５,６０８ ０ ５５３,０９３

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産

寄 附 金 １０,０００ ０ ０ ０ １０,０００

指 定 正 味 財 産 合 計 １０,０００ ０ ０ ０ １０,０００

（うち基本財産への充当額） １０,０００ ０ ０ ０ １０,０００

（うち特定財産への充当額） ０ ０ ０ ０ ０

２．一般正味財産 ０ １３２,０４６ ３３,２３８ ０ １６５,２８４

（うち基本財産への充当額） ０ ０ ０ ０ ０

（うち特定財産への充当額） ０ ０ ０ ０ ０

正 味 財 産 合 計 １０,０００ １３２,０４６ ３３,２３８ ０ １７５,２８４

負債及び正味財産合計 １０,０００ ６２９,５３１ ８８,８４６ ０ ７２８,３７７
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正味財産増減予算書
令和2年(2020年)4月1日から令和3年(2021年)3月31日まで

（単位：千円）

科 目 予 算 額 前年度見込額 増 減 備 考

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1） 経常収益の部

①基本財産運用益 （ ６０） （ ６０） （ ０）

基 本 財 産 受 取 利 息 ６０ ６０ ０

②特定資産運用益 （ ５,０００） （ ５,１３０） （ △１３０）

特 定 資 産 受 取 利 息 ５,０００ ５,１３０ △１３０

③受取掛金 （ ８２,３００） （ ８１,３００） （ １,０００）

受 取 会 員 掛 金 ８２,３００ ８１,３００ １,０００

④受取負担金 （ ６９,２００） （ ６８,５００） （ ７００）

受取市町村等負担金 ６９,２００ ６８,５００ ７００

⑤事業収益 （ ９００） （ １,１５０） （ △２５０）

住 宅 支 援 事 業 収 益 ９００ １,１５０ △２５０

⑥雑収益 （ １４０） （ １４０） （ ０）

取 扱 手 数 料 収 益 １２０ １２０ ０

受 取 利 息 １０ １５ △５

雑 収 益 １０ ５ ５

経 常 収 益 計 １５７,６００ １５６,２８０ １,３２０

（2） 経常費用の部

①事業費 （ １０９,９６０） （ １１９,７６０） （ △９,８００）

[公益事業] （ ６,２６０） （ ６,２６０） （ ０）

講演会等開催費用助成金 １,２６０ １,２６０ ０

支 払 寄 附 金 ５,０００ ５,０００ ０

[福利事業] （ ６７,５００） （ ６９,４００） （ △１,９００）

傷 病 見 舞 金 １０,０００ １１,０００ △１,０００

家 族 傷 病 見 舞 金 ６,５００ ７,０００ △５００

結 婚 祝 金 ６,１００ ５,１００ １,０００

出 産 祝 金 ９,２００ ９,８００ △６００

入 学 祝 金 １３,０００ １２,５００ ５００

せ ん 別 金 給 付 費 用 ２,５００ ２,５００ ０

会 員 特 別 給 付 金 ２,３００ ２,３００ ０

弔 慰 金 ５００ ５００ ０

家 族 弔 慰 金 ２,２００ ２,４００ △２００

非 常 災 害 見 舞 金 １００ １００ ０

長期療養会員見舞金 ７００ ８００ △１００

永 年 在 会 祝 金 １１,２００ １２,４００ △１,２００

銀 婚 慶 祝 費 ３,２００ ３,０００ ２００

[厚生事業] （ ３６,２００） （ ４４,１００） （ △７,９００）

家庭用常備薬等配付費 １８,８００ １８,８００ ０

ド ッ ク 補 助 金 ４,８００ ６,０００ △１,２００

健 康 管 理 事 業 費 １,８００ ０ １,８００

スポーツ ・文化事業費 ２,１００ ２,１００ ０

リ フ レ ッ シ ュ 事 業 費 ４,５００ ５,６５０ △１,１５０

子 育 て 支 援 事 業 費 ２,１００ ２,０５０ ５０

研修会等参加費用補助金 ７００ ７００ ０

W L B実現支援事業費 １,２００ １,１５０ ５０
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住 宅 支 援 事 業 費 ２００ ２００ ０

記 念 事 業 費 ０ ７,４５０ △７,４５０

②管理費 （ ６４,０００） （ ５６,３２０） （ ７,６８０）

給 料 ２０,８００ ２０,６１０ １９０

諸 手 当 １４,９５０ １４,９２０ ３０

賃 金 １ １ ０

退 職 給 付 費 用 １８１ ２,６８１ △２,５００

福 利 厚 生 費 ６,０５０ ５,８５０ ２００

旅 費 交 通 費 ９００ ８５０ ５０

会 議 費 ６００ ３００ ３００

通 信 運 搬 費 ９００ ９００ ０

什器備品減価償却費 １２０ １２０ ０

消 耗 什 器 備 品 費 ２００ １００ １００

消 耗 品 費 ４００ ４００ ０

修 繕 費 １００ １００ ０

印 刷 製 本 費 ５００ ５００ ０

賃 借 料 ３,０００ ３,０００ ０

光 熱 水 料 費 ２００ ２００ ０

普 及 費 ７５０ ７５０ ０

委 託 費 １３,７００ ４,４００ ９,３００

食 糧 費 ３０ ３０ ０

租 税 公 課 ３０ ３０ ０

支 払 負 担 金 ３５０ ３５０ ０

支 払 利 息 １ １ ０

雑 費 ２３７ ２２７ １０

経 常 費 用 計 １７３,９６０ １７６,０８０ △２,１２０

評価損益等調整前経常増減額 △１６,３６０ △１９,８００ ３,４４０

投資有価証券評価損益等 ０ ０ ０

評 価 損 益 等 計 ０ ０ ０

当 期 経 常 増 減 額 △１６,３６０ △１９,８００ ３,４４０

２．経常外増減の部

（1） 経常外収益の部 ０ ０ ０

（2） 経常外費用の部 ０ ０ ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０ ０ ０

当期一般正味財産増減額 △１６,３６０ △１９,８００ ３,４４０

一般正味財産期首残高 １８１,６４４ ２０１,４４４ △１９,８００

一般正味財産期末残高 １６５,２８４ １８１,６４４ △１６,３６０

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基 本 財 産 運 用 益 ６０ ６０ ０

一般正味財産への振替額 △６０ △６０ ０

当期指定正味財産増減額 ０ ０ ０

指定正味財産期首残高 １０,０００ １０,０００ ０

指定正味財産期末残高 １０,０００ １０,０００ ０

Ⅲ 正味財産期末残高 １７５,２８４ １９１,６４４ △１６,３６０
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正味財産増減予算書内訳書
令和2年(2020年)4月1日から令和3年(2021年)3月31日まで

（単位：千円）

実 施 事 業 等 会 計 そ の 他 事 業 会 計 内部
科 目 法人会計 取引 合 計

助成金 寄附金 共 通 小 計 福利事業 厚生事業 共 通 小 計 消去

Ⅰ 一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
（1） 経常収益の部

①基本財産運用益
基 本 財 産 受 取 利 息 ６０ ６０ ６０

②特定資産運用益
特 定 資 産 受 取 利 息 ５,０００ ５,０００ ０ ５,０００

③受取掛金
受 取 会 員 掛 金 ４８０ ４８０ ６３,７２０ １８,１００ ８１,８２０ ８２,３００

④受取負担金
受取市町村等負担金 １７,３００ １７,３００ ５１,９００ ６９,２００

⑤事業収益
住 宅 支 援 事 業 収 益 ９００ ９００ ９００

⑥雑収益
取 扱 手 数 料 収 益 １２０ １２０ １２０
受 取 利 息 ０ ０ ０ １０ １０
雑 収 益 ０ ０ ０ １０ １０

経 常 収 益 計 ５４０ ０ ０ ５４０ ６８,７２０ ３６,４２０ ０ １０５,１４０ ５１,９２０ ０ １５７,６００

（2） 経常費用の部
①事業費
講演会等開催費用助成金 １,２６０ １,２６０ １,２６０
支 払 寄 附 金 ５,０００ ５,０００ ５,０００

傷 病 見 舞 金 １０,０００ １０,０００ １０,０００
家 族 傷 病 見 舞 金 ６,５００ ６,５００ ６,５００
結 婚 祝 金 ６,１００ ６,１００ ６,１００
出 産 祝 金 ９,２００ ９,２００ ９,２００
入 学 祝 金 １３,０００ １３,０００ １３,０００
せ ん 別 金 給 付 費 用 ２,５００ ２,５００ ２,５００
会 員 特 別 給 付 金 ２,３００ ２,３００ ２,３００
弔 慰 金 ５００ ５００ ５００
家 族 弔 慰 金 ２,２００ ２,２００ ２,２００
非 常 災 害 見 舞 金 １００ １００ １００
長期療養会員見舞金 ７００ ７００ ７００
永 年 在 会 祝 金 １１,２００ １１,２００ １１,２００
銀 婚 慶 祝 費 ３,２００ ３,２００ ３,２００

家庭用常備薬等配付費 １８,８００ １８,８００ １８,８００
ド ッ ク 補 助 金 ４,８００ ４,８００ ４,８００
健 康 管 理 事 業 費 １,８００ １,８００ １,８００
スポーツ ・文化事業費 ２,１００ ２,１００ ２,１００
リ フ レ ッ シ ュ 事 業 費 ４,５００ ４,５００ ４,５００
子 育 て 支 援 事 業 費 ２,１００ ２,１００ ２,１００
研修会等参加費用補助金 ７００ ７００ ７００
ＷＬＢ実現支援事業費 １,２００ １,２００ １,２００
住 宅 支 援 事 業 費 ２００ ２００ ２００
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②管理費
給 料 ２０,８００ ２０,８００
諸 手 当 １４,９５０ １４,９５０
賃 金 １ １
退 職 給 付 費 用 １８１ １８１
福 利 厚 生 費 ６,０５０ ６,０５０
旅 費 交 通 費 ９００ ９００
会 議 費 ６００ ６００
通 信 運 搬 費 ９００ ９００
什器備品減価償却費 １２０ １２０
消 耗 什 器 備 品 費 ２００ ２００
消 耗 品 費 ４００ ４００
修 繕 費 １００ １００
印 刷 製 本 費 ５００ ５００
賃 借 料 ３,０００ ３,０００
光 熱 水 料 費 ２００ ２００
普 及 費 ７５０ ７５０
委 託 費 １３,７００ １３,７００
食 糧 費 ３０ ３０
租 税 公 課 ３０ ３０
支 払 負 担 金 ３５０ ３５０
支 払 利 息 １ １
雑 費 ２３７ ２３７

経 常 費 用 計 １,２６０ ５,０００ ０ ６,２６０ ６７,５００ ３６,２００ ０ １０３,７００ ６４,０００ １７３,９６０

評価損益等調整前経常増減額 △７２０ △５,０００ ０ △５,７２０ １,２２０ ２２０ ０ １,４４０ △１２,０８０ △１６,３６０

評 価 損 益 等 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

当 期 経 常 増 減 額 △７２０ △５,０００ ０ △５,７２０ １,２２０ ２２０ ０ １,４４０ △１２,０８０ △１６,３６０

２．経常外増減の部
（1） 経常外収益の部

経 常 外 収 益 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

（2） 経常外費用の部

経 常 外 費 用 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

他 会 計 振 替 額 ７２０ ５,０００ ０ ５,７２０ △５,７２０ ０ ０ △５,７２０ ０ ０

当期一般正味財産増減額 ０ ０ ０ ０ △４,５００ ２２０ ０ △４,２８０ △１２,０８０ △１６,３６０

一般正味財産期首残高 ０ １２８,２９５ ８,０３１ ０ １３６,３２６ ４５,３１８ １８１,６４４

一般正味財産期末残高 ０ １２３,７９５ ８,２５１ ０ １３２,０４６ ３３,２３８ １６５,２８４

Ⅱ 指定正味財産増減の部
基 本 財 産 運 用 益 ６０ ６０ ０ ６０
一般正味財産への振替額 △６０ △６０ ０ ０ △６０

当期指定正味財産増減額 ０ ０ ０ ０

指定正味財産期首残高 １０,０００ ０ ０ １０,０００

指定正味財産期末残高 １０,０００ ０ ０ １０,０００

Ⅲ 正味財産期末残高 １０,０００ １３２,０４６ ３３,２３８ １７５,２８４
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令和２年度(2020年度)予算

－資金収支ベース－
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収 支 予 算 書
令和2年(2020年)4月1日から令和3年(2021年)3月31日まで

（単位：千円）

科 目 予 算 額 前年度予算額 増 減 備 考

Ⅰ 事業活動収支の部

１．事業活動収入

①基本財産運用収入 （ ６０） （ ６０） （ ０）

基 本 財 産 利 息 収 入 ６０ ６０ ０

②特定資産運用収入 （ ５,０００） （ ５,１３０） （ △１３０）

特 定 資 産 利 息 収 入 ５,０００ ５,１３０ △１３０

③掛金収入 （ ８２,３００） （ ８１,３００） （ １,０００）

会 員 掛 金 収 入 ８２,３００ ８１,３００ １,０００

④負担金収入 （ ６９,２００） （ ６８,５００） （ ７００）

市 町 村 等 負 担 金 収 入 ６９,２００ ６８,５００ ７００

⑤事業収入 （ ９００） （ １,１５０） （ △２５０）

住 宅 支 援 事 業 収 入 ９００ １,１５０ △２５０

⑥雑収入 （ １４０） （ １４０） （ ０）

取 扱 手 数 料 収 入 １２０ １２０ ０

受 取 利 息 収 入 １０ １５ △５

雑 収 入 １０ ５ ５

⑥他会計からの繰入金収入 （ ５,７２０） （ ５,７２０） （ ０）

その他事業会計からの繰入金収入 ５,７２０ ５,７２０ ０

事業活動収入合計 １６３,３２０ １６２,０００ １,３２０

２．事業活動支出

①公益事業支出 （ ６,２６０） （ ６,２６０） （ ０）

講演会等開催費用助成金支出 １,２６０ １,２６０ ０

寄 附 金 支 出 ５,０００ ５,０００ ０

②福利事業支出 （ １１５,５００） （ １２１,４００） （ △５,９００）

傷 病 見 舞 金 支 出 １０,０００ １１,０００ △１,０００

家 族 傷 病 見 舞 金 支 出 ６,５００ ７,０００ △５００

結 婚 祝 金 支 出 ６,１００ ５,１００ １,０００

出 産 祝 金 支 出 ９,２００ ９,８００ △６００

入 学 祝 金 支 出 １３,０００ １２,５００ ５００

せ ん 別 金 支 出 ５０,５００ ５４,５００ △４,０００

会 員 特 別 給 付 金 支 出 ２,３００ ２,３００ ０

弔 慰 金 支 出 ５００ ５００ ０

家 族 弔 慰 金 支 出 ２,２００ ２,４００ △２００

非 常 災 害 見 舞 金 支 出 １００ １００ ０

長期療養会員見舞金支出 ７００ ８００ △１００

永 年 在 会 祝 金 支 出 １１,２００ １２,４００ △１,２００

銀 婚 慶 祝 費 支 出 ３,２００ ３,０００ ２００

③厚生事業支出 （ ３６,２００） （ ４４,１００） （ △７,９００）

家庭用常備薬等配付費支出 １８,８００ １８,８００ ０

ド ッ ク 補 助 金 支 出 ４,８００ ６,０００ △１,２００

健 康 管 理 事 業 費 支 出 １,８００ ０ １,８００

スポーツ・文化事業費支出 ２,１００ ２,１００ ０

リ フ レッシュ事業費支出 ４,５００ ５,６５０ △１,１５０

子育て支援事業費支出 ２,１００ ２,０５０ ５０

研修会等参加費用補助金支出 ７００ ７００ ０

ＷＬＢ実現支援事業費支出 １,２００ １,１５０ ５０

住 宅 支 援 事 業 費 支 出 ２００ ２００ ０

記 念 事 業 費 支 出 ０ ７,４５０ △７,４５０

④管理費支出 （ ６３,７００） （ ５３,５２０） （ １０,１８０）
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給 料 支 出 ２０,８００ ２０,６１０ １９０

諸 手 当 支 出 １４,９５０ １４,９２０ ３０

賃 金 支 出 １ １ ０

退 職 給 付 支 出 １ １ ０

福 利 厚 生 費 支 出 ６,０５０ ５,８５０ ２００

旅 費 交 通 費 支 出 ９００ ８５０ ５０

会 議 費 支 出 ６００ ３００ ３００

通 信 運 搬 費 支 出 ９００ ９００ ０

消 耗 什 器 備 品 費 支 出 ２００ １００ １００

消 耗 品 費 支 出 ４００ ４００ ０

修 繕 費 支 出 １００ １００ ０

印 刷 製 本 費 支 出 ５００ ５００ ０

賃 借 料 支 出 ３,０００ ３,０００ ０

光 熱 水 料 費 支 出 ２００ ２００ ０

普 及 費 支 出 ７５０ ７５０ ０

委 託 費 支 出 １３,７００ ４,４００ ９,３００

食 糧 費 支 出 ３０ ３０ ０

租 税 公 課 支 出 ３０ ３０ ０

負 担 金 支 出 ３５０ ３５０ ０

支 払 利 息 支 出 １ １ ０

雑 支 出 ２３７ ２２７ １０

④他会計への繰入金支出 （ ５,７２０） （ ５,７２０） （ ０）

実施事業会計への繰入金支出 ５,７２０ ５,７２０ ０

事業活動支出合計 ２２７,３８０ ２３１,０００ △３,６２０

事 業 活 動 収 支 差 額 △６４,０６０ △６９,０００ ４,９４０

Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

特定資産取崩収入 （ ５０,５０１） （ ５４,５０１） （ △４,０００）

退職給付引当資産取崩収入 １ １ ０

責任準備金引当資産取崩収入 ５０,５００ ５４,５００ △４,０００

投資有価証券売却収入 （ ０） （ ０） （ ０）

投資有価証券売却収入 ０ ０ ０

投資活動収入合計 ５０,５０１ ５４,５０１ △４,０００

２．投資活動支出

特定資産繰入支出 （ ２,６８１） （ ５,１８１） （ △２,５００）

退職給付引当資産繰入支出 １８１ ２,６８１ △２,５００

責任準備金引当資産繰入支出 ２,５００ ２,５００ ０

固定資産取得支出 （ ０） （ ０） （ ０）

什 器 備 品 取 得 支 出 ０ ０ ０

投資活動支出合計 ２,６８１ ５,１８１ △２,５００

投 資 活 動 収 支 差 額 ４７,８２０ ４９,３２０ △１,５００

Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

財務活動収入合計 ０ ０ ０

２．財務活動支出

財務活動支出合計 ０ ０ ０

財務活動収支差額 ０ ０ ０

Ⅳ 予備費支出 ５,０００ ５,０００ ０

当 期 収 支 差 額 △２１,２４０ △２４,６８０ ３,４４０

前 期 繰 越 収 支 差 額 １７６,２４４ ２００,９２４ △２４,６８０

次 期 繰 越 収 支 差 額 １５５,００４ １７６,２４４ △２１,２４０

(注) １ 借入金限度額： ３０,０００,０００円 ２ 債務負担額： ０
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収 支 予 算 書 説 明 書
令和2年(2020年)4月1日から令和3年(2021年)3月31日まで

Ⅰ 事業活動収支の部

１．事業活動収入

（1） 基本財産運用収入

基 本 財 産 利 息 収 入 （基本財産） （平均利回り） （源泉所得税分控除） ６０千円

10,000,000円 × 0.739％ × ０.84685

（2） 特定資産運用収入

特 定 資 産 利 息 収 入 ５,０００千円

①退職給付引当資産利息 0千円（源泉所得税控除後）

（定期預金）

②責任準備金引当資産利息 5,000千円（ 〃 ）

（定期預金、国債、地方債、財投債等）

（3） 掛金収入

会 員 掛 金 収 入 ８２,３００千円

① （会員数） （標準報酬月額） （掛金率） （月数）

5,730人 × 373,000円 × 0.0033 × 12月

②育児休業、介護休暇及び休職による免除分

215人 × 272,000円 × 0.0033 × 12月

（① － ②）

（4） 負担金収入

市 町 村 等 負 担 金 収 入 ６９,２００千円

（会員数） （標準報酬月額）（負担金率）（月数）

5,730人 × 373,000円 × 0.0027 × 12月

（5） 事業収入

住 宅 支 援 事 業 収 入 ９００千円

取扱手数料 180,000円 × 5件

（6） 雑収入

取 扱 手 数 料 収 入 １２０千円

公務員賠償責任保険事務費 120千円

受 取 利 息 収 入 １０千円

定期預金、普通預金等利息収入

雑 収 入 １０千円

事業活動収入合計 １５７,６００千円

２．事業活動支出

（1） 公益事業支出

講演会等開催費用助成金支出 １,２６０千円

①120,000円 × 6市

② 90,000円 × 6町

寄 附 金 支 出 ５,０００千円

①国立大学法人滋賀大学 2,500千円

②公立学校法人滋賀県立大学 2,500千円

（2） 福利事業支出

傷 病 見 舞 金 支 出 １０,０００千円

①入院療養 60,000円 × 160件

②特定損傷 26,650円 × 15件

家 族 傷 病 見 舞 金 支 出 ６,５００千円

①入院療養 50,000円 × 125件

②特定損傷 16,650円 × 15件

結 婚 祝 金 支 出 ６,１００千円

①結婚祝金１回目 40,000円 × 150件
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②結婚祝金２回目以降 20,000円 × 5件

出 産 祝 金 支 出 ９,２００千円

①２人目まで 30,000円 × 240件

②３人目以降 50,000円 × 40件

入 学 祝 金 支 出 １３,０００千円

①小学校 20,000円 × 230件

②中学校 30,000円 × 280件

せ ん 別 金 支 出 ５０,５００千円

①旧制度 250,000円 × 200件

②新制度（第1号区分） 10,000円 × 50件

会 員 特 別 給 付 金 支 出 ２,３００千円

①満44歳以上銀婚慶祝なし 16,500円 × 60件

②結婚祝金・出産祝金なし 9,200円 × 125件

③会員期間10年以上出産なし 16,000円 × 10件

弔 慰 金 支 出 ５００千円

100,000円 × 5件

家 族 弔 慰 金 支 出 ２,２００千円

①配偶者 100,000円 × 3件

②扶養家族 30,000円 × 1件

③同居の子及び父母 30,000円 × 49件

④同居の家族（①～③除く。） 20,000円 × 20件

非 常 災 害 見 舞 金 支 出 １００千円

50,000円 × 2件

長期療養会員見舞金支出 ７００千円

①30日以上 90日未満 10,000円 × 20件

②90日以上180日未満 20,000円 × 10件

③180日以上 30,000円 × 10件

永 年 在 会 祝 金 支 出 １１,２００千円

①20年（ 8年） 30,000円 × 110件

②30年（12年） 50,000円 × 104件

③40年（16年） 50,000円 × 54件

銀 婚 慶 祝 費 支 出 ３,２００千円

40,000円 × 80件

（3） 厚生事業支出

家庭用常備薬等配付費支出 １８,８００千円

3,300円 × 5,700人（期首会員数5,750人－50人）

ド ッ ク 補 助 金 支 出 ４,８００千円

①日帰り 15,000円 × 80件

②１泊２日 30,000円 × 80件

③脳ドック 15,000円 × 80件

健 康 管 理 事 業 費 支 出 １,８００千円

イフルエンザ予防接種助成 1,000円 ×1,800件

スポーツ・文化事業費支出 ２,１００千円

①アレックスシネマ 300円 × 1,300枚

（小） 100円 × 700枚

②イオンシネマ 200円 × 2,500枚

③ビバシティシネマ 200円 × 250枚

（小） 100円 × 150枚

④観劇等チケット 1,200円 × 300件

⑤レイクス観戦チケット 600円 × 200件

⑥プロ野球観戦チケット 500円 × 180件

⑦健康ウォーキング 月間賞品 180,000円

広域連携協議会負担金 150,000円

サーバー費用 120,000円

チャレンジ月間・諸経費 50,000円

［ 計 ］ 500,000円
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リ フ レ ッ シ ュ 事 業 費 支 出 ４,５００千円

①東京ディズニー 2,500円 × 800件

②スペイン村 1,500円 × 170件

③京都水族館 500円 × 180件

④鳥羽水族館 500円 × 130件

⑤海遊館 500円 × 130件

⑥名古屋港水族館 500円 × 180件

⑦ナガシマリゾート 1,200円 × 650件

⑧アンパンマンこどもミュージアム 500円 × 300件

⑩アクア・トトぎふ 500円 × 80件

⑪ひらかたパーク 1,300円 × 250件

⑫企画旅行（本人） 11,500円× 12件× 2回

（家族） 6,500円× 28件× 2回

子 育 て 支 援 事 業 費 支 出 ２,１００千円

①月刊「赤ちゃんとママ」 4,704円×100件

②月齢別育児情報誌「わくわく育児」 3,850円×120件

③季刊「１・２・３歳」 1,540円×320件

④「きちんとかんたん離乳食」 1,710円×200件

⑤「おいしいかんたん幼児のごはん」」 1,765円×190件

研修会等参加費用補助金支出 ７００千円

2,500円 × 280件

ＷＬＢ実現支援事業費支出 １,２００千円

①自己啓発 5,000円 × 4件

②結婚支援 0円 × 0人

＋ 0円（諸経費）

③ＷＬＢセミナー 120,000円 × 4回（講演料）

＋ 17,500円 × 4回（旅費等）

④メンタルヘルス（メンタルカウンセラー派遣）

66,000円 × 10回 ／ ２

⑤健康セミナー 220,000円 × 1回（講演料）

＋ 80,000円 × 1回（諸経費）

住 宅 支 援 事 業 費 支 出 ２００千円

40,000円 × 5件

（4） 管理費支出

給 料 支 出 ２０,８００千円

職員５名分

諸 手 当 支 出 １４,９５０千円

①扶養手当 738千円

②地域手当 1,646千円

③管理職手当 1,980千円

④通勤手当 988千円

⑤住居手当 336千円

⑥時間外勤務手当 168千円

⑦期末手当 5,048千円

⑧勤勉手当 4,046千円

賃 金 支 出 １千円

退 職 給 付 支 出 １千円

福 利 厚 生 費 支 出 ６,０５０千円

①社会保険料 5,399千円

②労働保険料 375千円

③互助会負担金 73千円

④健康診断費用 103千円

⑤職員厚生費 100千円

旅 費 交 通 費 支 出 ９００千円

①理事会 75千円

②評議員会 95千円
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③評議員研修会 95千円

④監査会 10千円

⑤互助会事業等検討委員会 20千円

⑥全国協議会総会研究会等 360千円

⑦西日本地区協議会 100千円

⑧東海近畿地区協議会 15千円

⑨管内旅費 130千円

会 議 費 支 出 ６００千円

①理事会 90千円

②評議員会 150千円

③評議員研修会 200千円

④監査会 30千円

⑤互助会事業等検討委員会 30千円

⑥東海近畿地区協議会 100千円

通 信 運 搬 費 支 出 ９００千円

①郵送料 700千円

②電話料 123千円

③インターネット接続料 77千円

消 耗 什 器 備 品 費 支 出 ２００千円

器具及び備品

消 耗 品 費 支 出 ４００千円

帳簿、封筒、用紙、文房具、プリンタトナー等

修 繕 費 支 出 １００千円

事務機器等修繕費用

印 刷 製 本 費 支 出 ５００千円

予算書、決算書、会議資料、諸様式等

賃 借 料 支 出 ３,０００千円

①行政財産使用料（厚生会館） 1,232千円

②管理事務費分担金（厚生会館） 522千円

③修繕費分担金（厚生会館） 61千円

④事務機器借上料 1,155千円

⑤自動車等借上料 30千円

光 熱 水 料 費 支 出 ２００千円

電気、ガス、水道（厚生会館）

普 及 費 支 出 ７５０千円

①Go GUIDE（しおり） 160千円

②Go LINK（4回） 360千円

③事務処理手引き 75千円

④例規集 135千円

⑤その他 20千円

委 託 費 支 出 １３,７００千円

①振込手数料 800千円

②登記事務手数料等 40千円

③システム関連保守料 930千円

④新基幹システム開発費用 11,400千円

⑤役員賠償責任保険料 280千円

⑥その他（ＨＰ保守ほか） 250千円

食 糧 費 支 出 ３０千円

来客者等賄費

租 税 公 課 支 出 ３０千円

登録免許税、印紙税等

負 担 金 支 出 ３５０千円

①公益法人協会等会費 140千円

②互助団体負担金 140千円

③研修会参加費等 70千円

支 払 利 息 支 出 １千円
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借入金利息

雑 支 出 ２３７千円

事業活動支出合計 ２２１,６６０千円

事業活動収支差額 △６４,０６０千円

Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

（1） 特定資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入 １千円

職員に係る退職給付引当資産の取り崩し

責任準備金引当資産取崩収入 ５０,５００千円

せん別金支出に伴う責任準備金引当資産の取崩し

投資活動収入合計 ５０,５０１千円

２．投資活動支出

（1） 特定資産繰入支出

退職給付引当資産繰入支出 １８１千円

職員に係る退職給付引当資産への繰り入れ

責任準備金引当資産繰入支出 ２,５００千円

せん別金に係る責任準備金引当資産への繰入れ

投資活動支出合計 ２,６８１千円

投資活動収支差額 ４７,８２０千円

Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

財務活動収入合計 ０千円

２．財務活動支出

財務活動支出合計 ０千円

財務活動収支差額 ０千円

Ⅳ 予備費支出 ５,０００千円

当 期 収 支 差 額 △２１,２４０千円

前期繰越収支差額 １７６,２４４千円

次期繰越収支差額 １５５,００４千円

(注) １ 借入金限度額： ３０,０００,０００円

２ 債務負担額： ０


